
2021年4月1日
水道施設におけるインフラメンテナンス分野への
新技術導入促進に向けた取組について

令和４年３月28日
EBPMアドバイザリーボードに向けた事前打合せ

厚生労働省 医薬・生活衛生局水道課

【社会資本整備等】 ２．効率的・効果的な老朽化対策の推進：国交省、農水省、厚労省、文科省、環境省 参考資料４
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調査対象：大臣認可の水道事業等 444事業
（上水道事業及び水道用水供給事業）

インフラメンテナンスにおける新技術導入促進に向けた取組

• 水道施設の点検を含む維持・修繕の実施にあたっては、新技術を積極的に活用し、水道施設を良好な状態
に保ちつつ、長寿命化を図ることが重要である。

• 厚生労働省では、「水道施設の点検を含む維持・修繕の実施に関するガイドライン」において水道事業者
等に新技術の採用を促している。また、新技術の導入に関する実績調査や（公財）水道技術研究センター
(JWRC）と連携した新技術の事例集（具体的な点検方法や活用事例等）の取りまとめなど新技術導入を促
進させる取組を行っている。今後、新技術活用に関する財政支援を行う予定。

新技術のイメージ 水道施設の点検を含む維持・修繕にかかる

新技術を導入している水道事業等の数及び割合
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162 172

振動センサーを活用した水道管
の漏水検知システム

ドローンを活用した点検を行う技術

タブレット等の端末を活用した
維持管理情報等を管理する技術

出典：株式会社日立製作所提供 出典：堺市上下水道局提供

出典：厚生労働省資料
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水道施設の点検を含む維持・修繕に関する新技術事例集

• 令和３年度から（公財）水道技術研究センター（JWRC）において、新技術を用いた具体的な点検方法や活
用事例を事例集としてとりまとめる取組を開始。

• これまで令和３年２月時点で12事例を掲載。

• JWRCでは、今後も定期的に新技術の事例を公募し、拡充していく予定。

新技術事例集の構成 主な掲載技術

162

振動センサーを活用した水道管
の漏水検知システム

水質モニターを活用した排水管理
を行う技術

水中ロボットを活用した水道施設の
調査および清掃をする技術

出典：JWRC 出典：JWRC

出典：JWRC

新技術情報

〇水道施設の分類

〇技術区分

〇キーワード

〇新技術名称

〇新技術の概要

〇新技術の特徴（適用範囲・効果等）

〇技術評価・成果確認等実績等

〇導入事業者

〇導入事業者からのコメント

〇その他（特記事項）

〇新技術紹介サイト

〇問い合せ先
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新技術活用に関する財政支援

• 令和４年度予算（案）において、水道事業におけるIoT活用推進モデル事業の対象へIoTを用いない新技術
の導入事業を加える予定。

• IoTを用いないが、事業の効率化や付加価値の高い水道サービスの実現を図るための新技術導入を支援する。

I o T活用推進モデル事業でのこれまでの採択事例 対象範囲のイメージ

162 172IoT 新技術
・水道情報活用システム

・スマートメーター

・AIを用いた
管路劣化診断など

・ドローン
・水中ロボット
・管内カメラ
など

IoTを用いない

スマート水道メーターの導入（豊橋市水道局）

・市内全域の水道メーター検針の自動化に向けた先行取組。

・水道・電気・ガスの共同検針を導入することにより、検針業務の効率化。

・取得したデータは、使用者に対し見える化サービスを提供するとともに、漏水の早期発見など利活用。

・将来的に類似業務における連携・統合等業界を超えた新たな業務モデルの構築につなげることを視野。

スマート水道メーターとは、
遠隔で検針値等のデータを
取得でき、指定された時間間
隔もしくは一定水量の使用ご
とにデータ送信ができる水道
メーターをいう。

水道スマートメーター

IoT活用推進モデル事業で対象外となっている新技術を対象

●
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インフラメンテナンスにおける新技術導入促進に
向けた文部科学省の取組について

令和４年３月２８日
文部科学省提出資料

【社会資本整備等】 ２．効率的・効果的な老朽化対策の推進：国交省、農水省、厚労省、文科省、環境省 参考資料５
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インフラメンテナンスにおける新技術導入促進に向けた文部科学省の取組について

§５．新技術の開発・導入
（１）新技術の開発
○ 文部科学省においては、以上の政府全体の方針を踏まえ、効果的・効率的なインフラ維持管理・
更新を実現する上で高度化が必要とされる、点検・診断技術、補修・更新技術や新規構造材料等の
研究開発を推進する。また、これらの研究開発において成果が得られた際には、広報、普及啓発を
積極的に行う。

（２）新技術の導入
○ 現場への導入段階に至った建築物に関する新技術や手法について、関係省庁と連携しつつ、対象

施設の各設置者に周知するなど、その導入の推進に努める。

文部科学省インフラ長寿命化計画（行動計画）（令和３年３月改定）抜粋

所管研究開発法人において、官民が連携して維持管理
における非破壊診断技術や新規材料の研究開発を推進。
（例①：量子科学技術研究開発機構における研究開発）
・レーザー打音計測技術
レーザーでコンクリート表面を叩いて表面振動（振動周波数）
の違いを検出し、内部の欠陥を探査する技術を開発。

（例②: 物質・材料研究機構における研究開発）
・制振ダンパー
従来鋼材の約10倍の疲労耐久性を有する制振ダンパーの開発。

〇点検・診断技術における新技術の研究開発
金沢大学の校舎において、ドローンとＡ

Ｉを活用した非接触・非破壊点検手法の開
発と実装における取組が第６回インフラメ
ンテナンス大賞で文部科学大臣賞を受賞。

※インフラメンテナンス大賞
国土交通省と共催し、インフラメンテナンスの優れた取
組を広く普及することで、インフラメンテナンスの理念
の普及を図ることを目的に平成２８年度から実施

〇維持管理等に新技術を導入した事例

⇒今後、関係府省庁と連携しながら、文教施設の維持管理における新技術の導入状況等を
把握しつつ、上記のような新技術の導入促進に向け必要な対応を行ってまいりたい。 76



 

一般廃棄物処理施設のインフラメンテナンスにお
ける新技術について

令和４年３月

【社会資本整備等】 ２．効率的・効果的な老朽化対策の推進：国交省、農水省、厚労省、文科省、環境省 参考資料６

77



一般廃棄物処理施設のインフラメンテナンスにおける新技術について

環境省インフラ長寿命化計画（行動計画）

（参考）一般廃棄物処理事業実態調査

 環境省では、昭和51年度から「一般廃棄物処理事業実態調査」を毎年度実施しており、すべての市町村等を対象として施設整
備状況、ごみ処理状況についての調査を実施している。

 個別施設計画の策定状況等についても本調査で把握している。

令和４年度に実施する「一般廃棄物処理事業
実態調査」から、各施設での新技術導入の状
況について調査を行い、まずは現状を把握するこ
とに努めていきたい。

今後の予定

（新技術例）機器に振動センサーを設置し、劣化状態を常時監視する取組み

出典：第41回全国都市清掃研究・事例発表会講演論文集(2020年1月）

環境省では、「環境省インフラ長寿命化計画
（行動計画）」を令和３年４月に改訂し、
一般廃棄物処理施設の点検・診断について、
新技術の開発・導入を促している。
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【社会資本整備等：新しい時代に対応したまちづくり、地域づくり】

政策目標：政令指定都市及び中核市等を中心に多核連携の核となるスマートシティを強力に推進し、企業の進出、若年層が就労・居住し
やすい環境を整備するとともに、立地適正化計画及び地域公共交通計画の作成促進や策定された計画の実現を通じ、まちづく
りと公共交通体系の見直しを一体的に進める。
①社会のＤＸ化による地域サービス等の進展や新技術活用による新たな価値創出に資する基盤を構築するとともに、都市マネ
ジメント高度化等による社会課題解決を目指す取組への民間企業・市民の参画状況を向上させる。このため、デジタル基盤、
運営体制、人材等のスマートシティ推進の基盤整備を図るとともに、質的な効果に着目した活動・サービス推進を通じ、住民
満足度の向上、産業の活性化、グリーン化の実現など社会的価値・経済的価値、環境的価値等を高める多様で持続可能な都市
が各地で形成され、国内外に紹介できる優良事例を創出する。

KPI第２階層 KPI第１階層

○データガバナンス体制を整備したスマートシ
ティ数

〇サービス分野毎のオープンデータ数
○データ連携・ガバナンス等に関する研修の参加者数

○都市ＯＳを介したデータ連携都市数

１．政策体系の概要

〇一定の知識を持つスマートシティ運営従事者
数
〇行政、運営組織のスマートシティ担当者数

〇都市ОＳ（データ連携基盤）の導入地域数

〇スマートシティ数

〇スマートシティ構築を先導する人材数
○スマートシティの人材育成プログラムの受講者数

〇ー（次年度以降に客観的指標を設定）

〇スマートシティに取組む自治体および民間企業・地域団体の
数（官民連携プラットフォームの会員・オブザーバ数）
〇優良モデル、課題解決策に関する質の高い情報発信数

〇スマートシティサービスの運営組織数
○スマートシティに参画している地域連携組織数
（CivicTech組織、リビングラボ等）
○市民・関係人口のスマートシティの活動への（認
知・浸透）参画の促進数

○ＡＰＩカタログ上でのＡＰＩ公開件数 ○ＡＰＩカタログを公開した都市数

○スマートシティにおけるサービスに関する評価指標の設
定件数

〇ー（次年度以降に客観的指標を設定）
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【社会資本整備等：新しい時代に対応したまちづくり、地域づくり】

政策目標：政令指定都市及び中核市等を中心に多核連携の核となるスマートシティを強力に推進し、企業の進出、若年層が就労・居住し
やすい環境を整備するとともに、立地適正化計画及び地域公共交通計画の作成促進や策定された計画の実現を通じ、まちづく
りと公共交通体系の見直しを一体的に進める。
①社会のＤＸ化による地域サービス等の進展や新技術活用による新たな価値創出に資する基盤を構築するとともに、都市マネ
ジメント高度化等による社会課題解決を目指す取組への民間企業・市民の参画状況を向上させる。このため、デジタル基盤、
運営体制、人材等のスマートシティ推進の基盤整備を図るとともに、質的な効果に着目した活動・サービス推進を通じ、住民
満足度の向上、産業の活性化、グリーン化の実現など社会的価値・経済的価値、環境的価値等を高める多様で持続可能な都市
が各地で形成され、国内外に紹介できる優良事例を創出する。

KPI第２階層 KPI第１階層

１．政策体系の概要

○スマートシティで構築された社会領域サービス数
- 社会領域（モビリティ、防災／防犯、インフラ／施設、
健康／医療、教育、行政 等）
○スマートシティで構築された経済領域サービス数
- 経済領域（産業／経済 等）
○スマートシティで構築された環境領域サービス数
- 環境領域（環境／エネルギー 等）

（社会領域）※２
- 未来技術の実装により、地域に住む誰もが

利便性の高い生活を送り続けることができる地
域社会の実現

- 官民のモビリティ関連データの連携の基盤
の構築

-教育の質向上のための環境整備
（経済領域）※２

- 働く者にとって効果的なテレワークを推進
（環境領域）※２

- 地域の脱炭素化の推進
※２：社会・経済・環境領域におけるスマートシティ
サービスの分野ごとの施策の進捗・効果等について、
必要に応じ、関連する政府計画の指標・目標等と連携
させる。

２．狙い

３．具体的な検証項目

担当府省 対象施策 工程表の箇所 確認するエビデンス等 予定 必要なデータ例

４
内閣府
（CSTI)

スマート
シティ

社資13
(p68-70)

・スマートシティの構築による社会的価値、
経済的価値、環境的価値への影響（どのよ
うな効果が発現するか）及びスマートシ
ティの活動状況等との関係
・ＫＰＩやモニタリング指針等の先行例

R4～：指標充実・あり方、継続
的データ取得手法等の検討 等
関係事業で評価指標指針を参考
として活用。先進事例をガイド
ブック改訂等により横展開

・社会（教育、健康）、経済（雇用、買物）、
環境（移動、防災）などの指標設定事例 等
・自治体、民間の取組（内容・水準）、大学
等の地域拠点、人材育成等の活動の情報 等
・国、自治体でのケーススタディによる試行

１）スマートシティの地域での取組の現状・水準を把握 ２）取組推進に向けた国の施策の状況を把握
３）地域・国における取組成果の効果的な評価方法について継続的に検討・充実を図る

「１２．スマートシティの推進」については、ＥＢＰＭアドバイザリーボードと連
携を図りつつ、ＫＰＩ指標の数値を調査、分析、妥当性の検討を行い、達成を目指
す便益を把握するための指標の導入や質的指標の導入等をはじめとしたＫＰＩ指標
となるようロジックモデルの見直しを必要に応じて行う。なお、ＫＰＩ指標の算出
の際、適切な評価を行うために調査方法に留意する。

工程
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【社会資本整備等】 ３．スマートシティ：内閣府（CSTI）

pptファイルであれば、可能な限り
項目名と担当省庁を記載

参考資料
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pptファイルであれば、可能な限り
項目名と担当省庁を記載
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pptファイルであれば、可能な限り
項目名と担当省庁を記載
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pptファイルであれば、可能な限り
項目名と担当省庁を記載
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pptファイルであれば、可能な限り
項目名と担当省庁を記載
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pptファイルであれば、可能な限り
項目名と担当省庁を記載
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87出典：「スマートシティ評価指標に関する有識者検討会」資料（内閣府）



88出典：「スマートシティ評価指標に関する有識者検討会」資料（内閣府）



スケジュール案（スマートシティに関する評価指標等の見直しの
検討）

項 目 R3年度 第2四半期 R3年度 第3四半期 R3年度 第4四半期 R4年度～

評価指標の充実に
関する検討

成果の施策への反映

指標見直しの検討

（2月）

指標充実の検討

更なる指標の充実につ
いて継続的に検討

自治体、民間の取
組事例（内容・水準
等）の情報取集

定義水準等の詳細検討

継続的な情報収集体制
の検討・構築

人材育成等に関す
る施策の検討

人材像、育成策等につ
いて継続的に検討

人材育成、大学等
の地域拠点の取組
事例の情報収集 継続的な情報収集体制

の検討・構築

国の施策の状況を
把握

国施策の状況の
情報収集・整理

継続的な情報収集体制
の検討・構築

検討会の開催

既存情報の
収集・整理

既存情報の
収集・整理

（10月） （12月）

既存情報の
収集・整理

改革工程表
2021に反映

評価指標
設定指針

→関係事業で参考として活用
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【社会資本整備等：ＰＰＰ／ＰＦＩの推進】

政策目標：民間の資金・ノウハウを最大限活用するとともに、公的負担の最小化を図るため、「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン」
に基づき、多様なＰＰＰ／ＰＦＩの活用を重点的に推進するとともに、地方公共団体等がＰＰＰ／ＰＦＩに取り組みやすい方
策等を講じる。
・なお、2013年度～2022年度の10年間で21兆円としたＰＰＰ／ＰＦＩの事業規模（契約期間中の総収入）目標を前倒しで達

成したことを受け、2022年～2031年度の新たな目標を設定するとともに推進方策を拡充し、ＰＰＰ／ＰＦＩが活用される
地域と分野を大幅に拡大する。

KPI第２階層 KPI第１階層

〇公共施設等運営事業、収益型事業及び公的
不動産利活用事業の導入件数

〇優先的検討規程に基づき新たなＰＰＰ／ＰＦＩ事
業の検討を実施した団体数

〇地域プラットフォーム（ブロックプラットフォーム
を含む）を活用してＰＰＰ／ＰＦＩ事業の導入可能性
調査等を実施した人口20万人未満の地方公共団体数

１．政策体系の概要

２．狙い

ＰＰＰ／ＰＦＩの推進による公的負担の最小化、効率的かつ効果的であって良好な公共サービスの実現

３．具体的な検証項目

〇地域プラットフォーム（ブロックプラットフォーム
を含む）に参画する人口20万人未満の地方公共団体数

担当府省 対象施策 工程表の箇所 確認するエビデンス等 予定 必要なデータ例

５
内閣府
ほか

PPP/PFI
社資10
(p65)

・PFI事業による公的負担の削減
・優先的検討規程の策定および地域プ
ラットフォームの活用とPFI事業実施団
体の関係（KPIと政策目標の関係）
・公的負担削減以外のPFI事業の実施効
果を確認し、新たな目標設定の検討に反
映
・継続的に指標の充実を図る

・本年秋までに、より効果
的な優先的検討規程および
地域プラットフォーム（ブ
ロックプラットフォームを
含む）の活用に向けた分析
を実施

・期間満了PFI事業のアンケート

データ、事業報告書
・自治体別のPFI事業実施状況
・優先的検討規程の策定状況
・地域プラットフォームの活用状況
・PPP/PFIの実績・効果（事業規模、
歳出削減・歳入増加効果、公共サー
ビスの質の向上等）
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〇 優先的検討規程は令和３年３月時点で198団体が策定済。人口20万人以上の団体（政令市除く）における
策定率は75％にのぼるが、人口10～20万人では14％、人口10万人未満では2％にとどまる。

〇 優先的検討規程を策定済みの団体は、PFI事業の実施率が高い傾向。未策定団体のPFI事業実施率が13%で
あるのと比べ、策定済団体のPFI事業実施率は60%である。

優先的検討規程策定済・未策定の地方公共団体の比較 （令和3年3月末時点）

出所：ＰＰＰ／ＰＦＩの実施状況等に関するアンケート調査（令和3年度） ※回収率99％時点

参考資料① 優先的検討規程

【社会資本整備等】 ４．ＰＰＰ／ＰＦＩ：内閣府

実施団体数 実施率 実施団体数 実施率

都道府県 47 47 0 100.0% 35 74.5% - -

政令指定都市 20 20 0 100.0% 19 95.0% - -

人口20万人以上の団体 111 83 28 74.8% 51 61.4% 13 46.4%

小計 178 150 28 84.3% 105 70.0% 13 46.4%

人口20万人未満
　　　10万人以上の団体

156 22 134 14.1% 9 40.9% 52 38.8%

人口10万人未満の団体 1,454 26 1,428 1.8% 5 19.2% 147 10.3%

合計 1,788 198 1,590 11.1% 119 60.1% 212 13.3%

PFI実施状況

規程策定済 規程未策定

優先的検討規程の策定状況

策定率

地
方
公
共
団
体

団体総数 策定済
団体数

未策定
団体数
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参考資料② 地域プラットフォーム

目標 ： 200団体（平成30年度から令和2年度まで）
進捗状況 ： 153団体（平成30年度末）→ 255団体（令和2年度末）

目標 ： 600団体（平成30年度から令和2年度まで）
進捗状況 ：385団体（平成30年度末）→649団体（令和2年度末）

○地域プラットフォーム（ブロックプラットフォームを含む）への参画状況

地域プラットフォーム（ブロックプラットフォームを含む）に参画する地方
公共団体数

地域プラットフォーム（ブロックプラットフォームを含む）を活用して導入可
能性調査等を実施した地方公共団体数

出所：ＰＰＰ／ＰＦＩの実施状況等に関するアンケート調査（令和3年度） ※回収率99％時点 92



5% 2%

19%

74%

ア PPP 事業に関する事後評価等を実施している

イ PFI 事業に関する事後評価等を実施している

ウ 事後評価等を実施することとしているが、事例はない

エ 事後評価等を実施していない

出所：ＰＰＰ／ＰＦＩの実施状況等に関するアンケート調査（令和3年度）

【事後評価等の実施状況】

N=1418

【事後評価を実施していると回答した事業
のうち、結果公表している事業】

69 28

273

1048

自治体規模 事後評価を実施
している事業

評価結果を公表
している事業

都道府県 1 0

政令指定都市 8 7

20万人以上 7 3
10万人以上20
万人未満

7 1

10万人未満 11 2

計 34 13

参考資料③ ＰＰＰ／ＰＦＩ事業における事後評価等の実施状況
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■ （事例１）千葉市少年自然の家 運営及び維持管理業務【社会教育施設】

－効果の特徴－

 事業目的に即した良質なサービスの提供
 地元農家やポランティアとの連携によるコミュニティ活動の活発化、地域活性化

 民間ノウハウによる需要リスク回避
 長期契約に基づく長期的視点からの維持管理

■ （事例２）千葉市大宮学校給食センター整備事業【学校給食センター】

－効果の特徴－

 民間ノウハウによる安心・安全な給食サービスの提供
 民間の資金調達ノウハウによる安定的な財務状況の確保

 計画的かつ定期的な維持管理による良好な施設状態の維持
 地元雇用等による地域経済の活性化への貢献

■ （事例３）松森工場関連市民利用施設整備事業（仙台市）【余熱利用施設】

－効果の特徴－

 良質で低廉なサービスの提供
 地域コミュニティ活動促進への寄与

 民間の経営能力の発揮による安定的なサービス提供
 本事業に参画した地元企業の成長（新たなPFI事業への参画）

■ （事例４）多摩スポーツセンター建設等事業（川崎市）【体育施設】

－効果の特徴－

 事業目的に即した良質なサービスの提供
 利用者ニーズに応じた事業展開による地域活動の活発化

 民間ノウハウが発揮された経営による財政負担の軽減
 包括発注、長期契約に基づく効率的な施設整備及び維持管理

参考資料④ ＰＦＩ事業の実施効果

• 事後評価を行った事例では、実施効果として、良質なサービスの提供、地域経済への寄与・
コミュニティ活動等の地域活動の活性化が共通して見られ、また、長期契約に基づく良好な
維持管理等の効果も挙げられた。
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